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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

中間連結会計期間
第12期

中間連結会計期間
第11期

会計期間
自2024年10月１日
至2025年３月31日

自2025年10月１日
至2026年３月31日

自2024年10月１日
至2025年９月30日

売上高 （千円） 485,047 654,913 1,487,676

経常損失（△） （千円） △199,165 △95,887 △31,314

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）
（千円） △146,618 △83,069 △51,446

中間包括利益又は包括利益 （千円） △147,159 △83,508 △52,530

純資産額 （千円） 1,689,329 1,684,707 1,783,958

総資産額 （千円） 1,822,897 1,837,005 2,029,886

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △46.57 △26.38 △16.34

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 92.7 91.7 87.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △567,976 △44,216 △365,734

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △147,459 △164 △156,557

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △78,583 △15,703 △78,696

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 992,830 1,125,777 1,185,861

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、全体として緩やかな回復が見られ

るものの、米国の通商政策を巡る動向や中東情勢の緊張に伴う資源価格および国際情勢への影響など、未だ先行き

不透明な状況が続いております。

　Ｍ＆Ａ業界におきましては、2024年８月に金融庁が「金融機関におけるＭ＆Ａ支援の促進等について」を公表

し、地域金融機関によるＭ＆Ａ支援の促進や、Ｍ＆Ａ・事業承継における支障（経営者保証）を見直す枠組みの指

針が示されたことから、金融機関によるコンサルティング機能の充実が求められております。また、同時期に中小

企業庁が「中小Ｍ＆Ａガイドライン」を第３版へ改訂しました。第２版の改訂時と同様にＭ＆Ａ専門業者の支援の

質を確保する観点や、仲介業者等が提供する業務の内容と手数料に係る事項、さらに当事者間でのリスク事項への

対応等といった観点が追記され、これにより中小企業経営者が安心してＭ＆Ａに取り組める基盤の構築が図られて

おります。事業承継に関する官民の相談窓口が全国的に普及していることに加え、このような国による施策が功を

奏し、帝国データバンクの調査（全国「後継者不在率」動向調査（2025年）)によれば、後継者不在率は50.1％と7

年連続で改善傾向が続いております。

　一方、Ｍ＆Ａの活用が増えたことで不適切な支援事例が課題となっており、政府は個人を対象とする新たな資格

制度を創設し、本年度中に運用を開始する方針を決定しました。これにより、悪質な仲介業者を排除するととも

に、事業承継を円滑に進めるため、専門性を有した人材で支援する体制が整えられつつあります。

　当社においては、かねてより主な提携先である金融機関や会計事務所等の顧客の有する潜在的な事業承継ニーズ

の拾い上げのための勉強会の実施などにより、Ｍ＆Ａニーズの発掘や啓蒙活動に取り組むなどし、協力してＭ＆Ａ

コンサルティング機能の充実を図っております。また、2022年10月の東海地方初のJ-Adviser資格を取得以降、

TOKYO PRO Marketへの上場を目論む企業から安定した引き合いを受け、受託件数は好調に増加し、上場実績は2026

年３月末時点で累計６社となっております。このほか、スタートアップ企業へのファンドを通じた出資等、企業の

成長ステージに合わせたコンサルティングメニューの充実を図ってまいります。

　当社の経営状況は、当中間連結会計期間において37件（前年同期33件）の案件が成約し、売上高654,913千円

（前年同期比35.0％増）、営業損失87,293千円（前年同期は営業損失193,516千円）、経常損失95,887千円（前年

同期は経常損失199,165千円）、親会社株主に帰属する中間純損失83,069千円（前年同期は中間純損失146,618千

円）となりました。

　なお、当社はＭ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。

 

(2）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産1,837,005千円、負債152,297千円、純資産1,684,707千円で

あり、自己資本比率は91.7％（前連結会計年度末は87.9％）となりました。財政状態の状況と、その要因は下記の

とおりであります。

 

（資産の部）

　流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べて186,377千円減少し、1,149,729千円となりました。その

主な内訳は、現金及び預金が1,125,777千円、前払費用が17,573千円であります。

 

　固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べて6,502千円減少し、687,276千円となりました。その主な

内訳は、投資有価証券が326,060千円、金銭の信託が100,000千円であります。

 

（負債の部）

　流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べて93,630千円減少し、152,297千円となりました。その主

な内訳は、賞与引当金が69,512千円、未払費用が36,078千円であります。
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（純資産の部）

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて99,250千円減少し、1,684,707千円となりました。その主

な内訳は、利益剰余金が1,095,711千円であります。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

60,083千円減少し、1,125,777千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は44,216千円（前中間連結会計期間は567,976千円の使用）となりました。これ

は主として、税金等調整前中間純損失95,887千円、未払費用の減少124,407千円、法人税等の支払1,106千円によ

るものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は164千円（前中間連結会計期間は147,459千円の使用）となりました。これは有

形固定資産の取得による支出164千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は15,703千円（前中間連結会計期間は78,583千円の使用）となりました。これは

配当金の支払額15,703千円によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,400,000

計 10,400,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年5月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,148,900 3,148,900
名古屋証券取引所

メイン市場

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

計 3,148,900 3,148,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年10月１日～

2026年３月31日
－ 3,148,900 － 310,710 － 270,710
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（５）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社名南経営ホールディングス

（注）１

愛知県名古屋市中村区名駅１丁目１－１　

ＪＰタワー名古屋
1,777,600 56.46

水野　克也 札幌市中央区 78,600 2.50

加藤　丈博 名古屋市熱田区 40,500 1.29

鈴木　智博 石川県金沢市 40,000 1.27

時國　均 愛知県一宮市 29,500 0.94

名南Ｍ＆Ａ役員持株会
愛知県名古屋市中村区名駅１丁目１－１　

ＪＰタワー名古屋３４階
27,300 0.87

池田　達彦 香川県高松市 25,600 0.81

MSIP CLIENT SECURITIES
25 Cabot Square, Canary Wharf, London

E14 4QA, U.K．
23,000 0.73

株式会社ＴＫＳ 東京都港区東新橋１丁目５－２ 21,400 0.68

高原　一雄 兵庫県明石市 20,000 0.64

計 － 2,083,500 66.17

（注）１．当社の親会社であります。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

 

EDINET提出書類

名南Ｍ＆Ａ株式会社(E35258)

半期報告書

 6/18



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,147,700 31,477

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  3,148,900 － －

総株主の議決権  － 31,477 －

(注)「単元未満株式」には当社保有の自己株式11株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

名南Ｍ＆Ａ株式会社

名古屋市中村区名駅一

丁目１番１号　ＪＰタ

ワー名古屋

400 － 400 0.01

計 － 400 － 400 0.01

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年10月１日から2026年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人東海会計社による期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第11期連結会計年度　　　　有限責任 あずさ監査法人

　第12期中間連結会計期間　　監査法人東海会計社
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,185,861 1,125,777

売掛金 1,265 2,172

貯蔵品 1,715 1,765

前払費用 20,914 17,573

未収消費税等 30,605 1,220

未収還付法人税等 94,301 -

その他 1,443 1,218

流動資産合計 1,336,106 1,149,729

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 33,264 33,264

減価償却累計額 △8,125 △9,278

建物及び構築物（純額） 25,139 23,986

工具、器具及び備品 51,107 49,769

減価償却累計額 △33,761 △36,060

工具、器具及び備品（純額） 17,345 13,709

有形固定資産合計 42,484 37,695

無形固定資産   

ソフトウエア 6,442 4,497

無形固定資産合計 6,442 4,497

投資その他の資産   

投資有価証券 339,950 326,060

金銭の信託 100,000 100,000

長期前払費用 2,096 2,096

差入保証金 89,336 89,336

保険積立金 42,221 42,221

繰延税金資産 71,247 85,368

投資その他の資産合計 644,852 645,083

固定資産合計 693,779 687,276

資産合計 2,029,886 1,837,005

負債の部   

流動負債   

買掛金 40,897 19,393

未払費用 160,486 36,078

契約負債 3,778 4,826

未払法人税等 3,281 5,007

未払消費税等 - 7,025

預り金 11,671 10,328

賞与引当金 25,725 69,512

その他 88 127

流動負債合計 245,928 152,297

負債合計 245,928 152,297
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 310,710 310,710

資本剰余金 276,880 276,880

利益剰余金 1,194,522 1,095,711

自己株式 △1,180 △1,180

株主資本合計 1,780,932 1,682,121

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,025 2,586

その他の包括利益累計額合計 3,025 2,586

純資産合計 1,783,958 1,684,707

負債純資産合計 2,029,886 1,837,005
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（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

売上高 485,047 654,913

売上原価 414,054 471,652

売上総利益 70,992 183,260

販売費及び一般管理費 ※ 264,508 ※ 270,554

営業損失（△） △193,516 △87,293

営業外収益   

受取利息及び配当金 944 1,383

受取手数料 1,855 2,552

雑収入 40 719

営業外収益合計 2,840 4,654

営業外費用   

持分法による投資損失 3,077 7,252

投資事業組合運用損 5,412 5,996

営業外費用合計 8,489 13,249

経常損失（△） △199,165 △95,887

特別損失   

固定資産除却損 0 -

特別損失合計 0 -

税金等調整前中間純損失（△） △199,165 △95,887

法人税、住民税及び事業税 991 1,100

法人税等調整額 △53,538 △13,918

法人税等合計 △52,547 △12,818

中間純損失（△） △146,618 △83,069

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △146,618 △83,069

非支配株主に帰属する中間純損失（△） － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △541 △438

その他の包括利益合計 △541 △438

中間包括利益 △147,159 △83,508

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △147,159 △83,508

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △199,165 △95,887

減価償却費 6,035 6,897

のれん償却額 1,833 －

賞与引当金の増減額 29,738 43,787

受取利息及び受取配当金 △943 △1,383

持分法による投資損益 3,077 7,252

投資事業組合運用損益 5,412 5,996

売上債権の増減額（△は増加） 6,845 △907

棚卸資産の増減額（△は増加） △394 △49

未収消費税等の増減額（△は増加） △28,452 29,384

仕入債務の増減額（△は減少） 3,636 △21,504

未払費用の増減額（△は減少） △185,267 △124,407

未払消費税等の増減額（△は減少） △61,636 7,025

その他 △11,141 6,923

小計 △430,422 △136,873

利息及び配当金の受取額 943 1,383

法人税等の支払額 △138,497 △1,106

法人税等の還付額 － 92,379

営業活動によるキャッシュ・フロー △567,976 △44,216

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △116,500 －

有形固定資産の取得による支出 △13,381 △164

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△17,578 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △147,459 △164

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △78,583 △15,703

財務活動によるキャッシュ・フロー △78,583 △15,703

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △794,020 △60,083

現金及び現金同等物の期首残高 1,786,850 1,185,861

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 992,830 ※ 1,125,777
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【注記事項】

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

　　　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
 　至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
 　至　2026年３月31日）

賞与引当金繰入額 5,032千円 6,163千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2025年10月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 992,830千円 1,125,777千円

現金及び現金同等物 992,830千円 1,125,777千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間　（自 2024年10月１日　至 2025年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年12月25日

定時株主総会
普通株式 78,712 25 2024年９月30日 2024年12月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間　（自 2025年10月１日　至 2026年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年12月25日

定時株主総会
普通株式 15,742 5 2025年９月30日 2025年12月26日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、Ｍ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの事業セグメントは、Ｍ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じた収益を

分解した情報は、以下のとおりです。

(単位：千円）
 

 

前中間連結会計期間

（自　2024年10月１日

至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間

（自　2025年10月１日

至　2026年３月31日）

Ｍ＆Ａ仲介事業 445,974 590,659

その他 39,073 64,254

顧客との契約から生じる収益 485,047 654,913

その他の収益 ‐ ‐

外部顧客への売上高 485,047 654,913
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり中間純損失（△）（円） △46.57 △26.38

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）
△146,618 △83,069

普通株主に帰属しない金額（千円） ‐ ‐

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純損失（△）（千円）
△146,618 △83,069

普通株式の期中平均株式数（株） 3,148,489 3,148,489

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年５月14日

名南Ｍ＆Ａ株式会社

取締役会　御中

 

監査法人東海会計社

愛知県名古屋市

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山口　泰嗣

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 竹田　和弘

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名南Ｍ＆Ａ株式

会社の2025年10月１日から2026年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年10月１日から2026年３月31日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、名南Ｍ＆Ａ株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

名南Ｍ＆Ａ株式会社(E35258)

半期報告書

17/18



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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